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◆　京丹後市行財政改革大綱に基づく行財政改革推進計画（集中改革プラン）を確実

　　に反映

　　　　　　　　　　　　⇒⇒⇒⇒　　　　平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度でのでのでのでの財政規模財政規模財政規模財政規模

　　　　　　　　　　　　２７０２７０２７０２７０億円程度億円程度億円程度億円程度（（（（一般会計一般会計一般会計一般会計ベースベースベースベース））））をををを目指目指目指目指すすすす

◆　行財政改革推進計画との整合を図りながら、京丹後市の将来像を示す京丹後市

　 総合計画の具体化を推進

　　当初予算の規模

２８４億５,０００万円（⑰　２８９億８,０００万円）

※前年度比　△１.８％  〔 ⑱地方財政計画　△０.７％ 〕

２３６億９,０５０万円（⑰　２２７億２,３８０万円） ※前年度比   　４.３％

  ７５億２,２２５万円（⑰　  ７７億４,９２７万円） ※前年度比　△２.９％

５９６億６,２７５万円（⑰　５９４億５,３０７万円） ※前年度比　　 ０.４％

　当初予算のフレーム

　　　　予算予算予算予算のののの編成方針編成方針編成方針編成方針

　　　　当初予算当初予算当初予算当初予算のののの規模等規模等規模等規模等

●平成１８年度の決算規模を約２８７億円とすることを目標とし、年度途中の緊急事業対
   応等の補正も見込み、当初予算は、２８５億円を下回る予算の編成に努める。
●京丹後市本来の適正な予算規模に近づけるための第一歩として、行財政改革の数値
   目標に準拠するよう予算規模の縮小に努める。

平成平成平成平成18181818年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算年度一般会計当初予算　　　　　　　　　　　　２８４２８４２８４２８４億億億億５５５５,,,,００００００００００００万円万円万円万円（（（（△△△△1111....8888%) %) %) %) 

特 別 会 計

企 業 会 計

計

一 般 会 計
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　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ５０億８,８７２万円（⑰　５１億２８８万円）　△１,４１６万円

前年度比　△０.３％ 〔 ⑱地方財政計画　４.７％ 〕

※うち　固定資産税　２３億８,３３６万円

３年毎の評価見直年による（前年比較　　△１億１,４８７万円、△４.６％）　

(2) １１６億５,０００万円（⑰　１１８億円）　△１億５,０００万円

前年度比　△１.３％ 〔 ⑱地方財政計画　△５.９％ 〕

(3) ３０億９,１００万円（⑰　３１億５,１８０万円）　△６,０８０万円

前年度比　△１.９％ 〔 ⑱地方財政計画　△１１.８％ 〕

※うち　臨時財政対策債　９億８,０００万円（⑰　１１億３,０００万円）　△１３.３％

⇒　地方債依存度　１０.９％（⑰　１０.９％） 　〔 ⑱地方財政計画　１３.０％ 〕

⇒　プライマリーバランス　２４億３,５８８万円黒字

⇒　年度末市債残高　４４３億２,２７０万円（⑰　４５９億５,６９２万円）　△３.６％

※全会計の市債残高　７９７億９,７５７万円（⑰　８０６億３,６１４万円）　△１.０％

　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ６７億１,６７６万円（⑰　７２億２,３６７万円）　△５億６９１万円

前年度比　△７.０％

６１億７,８３５万円（⑰　６６億４,９５９万円）　△７.１％〔⑱地方財政計画　△０.６％〕

※職員数（一般会計）　８４１人（⑰　８７９人）　△３８人、△４.３％　　

６,１１２万円（⑰　７,０５３万円）　△１３.３％

１億９,６９０万円（⑰　１億９,６２４万円）　０.３％

２億４,３２６万円（⑰　２億６,８８０万円）　△９.５％

(2) ３２億１,５９８万円（⑰　３３億１０６万円）　△８,５０８万円

前年度比　　△２.６％ 　〔 ⑱地方財政計画　△１３.５％ 〕

○普通建設事業費 ３２億１,２２６万円（⑰　３０億６,８２４万円）　１億４,４０２万円

前年度比　　４.７％

○災害復旧費 ３７２万円（⑰　２億３,２８２万円）　△２億２,９１０万円

前年度比　　△９８.４％

○その他委員

※平成１６年度の台風２３号の災害復旧事業費が皆減となったため、投資的経費は減少しているが、１７年度の
豪雪による翌年度繰越事業（約１０億円）、また、下水道会計及び上水道会計の投資的経費の伸びが著しいた
め、１８年度の本市の実質的投資的経費総額は、増加している。

市 税

地 方 交 付 税

市 債

人 件 費

投 資 的 経 費

○職員給与　　　

○市長等

○議員

住民１人当たりの市債額（一般会計）　68.5万円（⑰ 70.1万円）
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(3) ７２億６,１４４万円（⑰　７５億４,３２０万円）　△２億８,１７６万円

（下記の扶助費を除く） 前年度比　△３.７％　　　〔 ⑱地方財政計画　８.２％ 〕

※行財政改革推進計画に基づき大きく削減している。

◆主なもの

○物件費 ４５億６,８５９万円（⑰　４８億６,２２０万円）　△２億９,３６１万円

前年度比　　△６.０％

○補助費等 ２２億６,４１９万円（⑰　２３億８９９万円）　△４,４８０万円

前年度比　△１.９％

○投資及び出資金 ２億円（⑰　0円）　皆増

※合併に伴う上水道広域化事業への出資

(4) ２７億２,０７６万円（⑰　２８億６,５９７万円）　△１億４,５２１万円

前年度比　△５.１％

うち児童手当　４億５,９６２万円（⑰　３億８,７１０万円）　７,２５２万円

前年度比　１８.７％

(5) ２億４万円（⑰　１億４,４２０万円）　５,５８４万円増

前年度比　３８.７％　　　〔 ⑱地方財政計画　△０.５％ 〕

(6) ２８億８１５万円（⑰　２５億７,２６４万円）　２億３,５５１万円

前年度比　９.２％　　 〔 ⑱地方財政計画　△４.６％ 〕

※国保直営診療所会計を除き、全ての特別会計への繰出金が増加している。 

(7) ５５億２,６８８万円（⑰　５３億２,９２７万円）　１億９,７６１万円

前年度比　３.７％　　 〔 ⑱地方財政計画　△０.６％ 〕

※合併前に発行した旧町実施事業、合併準備事業等の起債償還の増加

　　行財政改革推進計画（集中プラン）実施プログラムの当初予算への反映

■ 予算総額規模の抑制

２８７億３,９００万円

２８４億５,０００万円

（行革目標比較　 △２億８,９００万円、△１.０％）

【平成18年度行革目標】

平 成 18 年 度 予 算 額

※行革目標数値は、決算規模であるため、当初予算においては、年度内補正も見込み、抑制した
  予算規模としている。

一 般 行 政 経 費

扶 助 費

※台風２３号の被災者支援事業費の減が影響し、全体として減少している。

維 持 補 修 費

繰 出 金

公 債 費

※老朽化した建物の維持補修経費が増加、また、地域から要望の多い道路等の
　維持修繕経費を増加している。
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■ 人件費の削減

→給与制度の見直し

職員給料の３.７％減額　　※別途１７年度人勧分０.３％の減額

管理職手当の２０％減額、寒冷地手当の廃止

→常勤特別職の給料見直し

特別職報酬審議会の答申分４％、さらに自主抑制分１０％、合わせて１４％の削減

→その他、日額により報酬を受ける委員報酬

日額9,000円（半日未満6,000円） を日額7,000円（半日未満4,000円） に減額

→職員数の計画的削減

平成１７年度　８７９人（⑱　８４１人） 一般会計

退職者△３７人、新規採用３人、会計間異動△４人　計△３８人

■ 物件費の削減

・臨時職員等の任用・活用形態の見直し

・経常経費の節減・倹約、旅費の見直し

・空き施設の活用

■ 補助費等の見直し

６７億１,８００万円【平成18年度行革目標】

６７億１,６７６万円

（行革目標比較　△１２４万円、０.０％） 

４５億４,２００万円

平 成 18 年 度 予 算 額 ２２億６,４１９万円

【平成18年度行革目標】

（行革目標比較　２,６５９万円、０.６％） 

２２億円

【平成18年度行革目標】

平 成 18 年 度 予 算 額 ４５億６,８５９万円

２億３,６９８万円の削減

９２４万円の削減

３５６万円の削減

（行革目標比較　６,４１９万円、２.８％） 

平 成 18 年 度 予 算 額

※退職職員臨時対応、アウトソーシングに伴う臨時職員賃金増加を約７千万円と想定していたが、
　　退職職員臨時対応賃金や事業拡大に伴う臨時職員賃金が前年比１億円の増となっている。

※うち、補助金は行革目標額12億5,400万円に対し、既存補助金を１億295万円削減、新規補助金を
 8,572万円計上し、12億3,677万円となり1,723万円の削減
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・スクラップ・アンド・ビルドの徹底

・活動支援団体には自立を促し、サンセット方式を導入

・２５５件の補助金を実態に合わせ見直し

■ 公債費の抑制

※前年度の市債借入抑制、繰上償還・縁故債の入札実施により減少している。

　　指定管理者制度の導入

管理を委託している公の施設を指定管理者制度へ移行

第一次分（18年4月1日指定管理者制度へ移行）21施設を予算計上している。

18年度指定管理委託料　５,３５５万円

17年度管理経費   　　 　 ５,３６０万円（歳入７５５万円、歳出６,１１５万円）

　　臨時的な財源確保対策

○ （⑰　９億５,０００万円）

○ （⑰ 　　　７,０００万円）

○ （⑰　３億３,０２０万円）

（⑰１３億５,０２０万円）

※予算編成時において、未確定歳入の代替財源として計上、年度内で復元努力

１４億８,４８０万円　

１億５,０００万円　

  １億　４８０万円　

（行革目標比較　△６,５１２万円、△１.２％） 

その他特定目的基金の取り崩し

計

１２億３,０００万円　

◆基金残高の推移（一般会計) 　　　

　　16年度末残高30億5,707万円、17年度末残高見込28億8,053万円、18年度末残高見込16億155万円

平 成 18 年 度 予 算 額 ５５億２,６８８万円

※補助金削減は、行革指針に基づく目標を若干超える減額となったが、市民病院への繰出分が
　　2,000万円、その他、義務的な負担金、交付金が増加している。

【平成18年度行革目標】 ５５億９,２００万円

財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し

減 債 基 金 の 取 り 崩 し

 ※第一次指定管理者移行分については、観光施設を除いた、コミュニティ集会施設、運動公園等
　であり、経費的には、前年度経費とほぼ同額となっている。（△５万円）
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　　三位一体の改革に伴う影響

○ 国庫補助負担金改革に伴う一般財源増加額 ２億円

（主なもの）

・児童扶養手当給付費負担金 （　△８,１００万円　）

・児童手当負担金 （　△６,４００万円　）

・農業委員会交付金 （　△　３７０万円　）

・公営住宅家賃対策補助金 （　△　１４６万円　）

○ 所得譲与税の増加額 ２億円

　　新たな基金の創設

○ 観光インフラ整備等促進実行調整費基金 （　基金額　　４,５２０万円　）

・入湯税を財源として、基金を積み立て、地元観光業者等のニーズを把握し観光地として必要な魅力

　ある環境整備を推進していく。

※平成１７年度３月補正予算で、前年度入湯税収入額の範囲内４,５２０万円を積立実施

⇒１８年度中に実施する観光施設整備事業等の財源としていく。（補正展開) 

○ 子どもを守る基金 （　基金額　　１７５万円　）

・児童等安全確保寄附金を元に、基金を積み立て、学校安全パトロール車「にこにこカー」の配備を

　進めていく。

※平成１７年度３月補正予算で、１７５万円を積立実施

　　開かれた予算編成

○

○

・地域復活要望２６事業　　→　　最終追加復活事業　１２事業　　５,２５８万円

各地区に対し要望の結果を開示し、復活要望を徴し調整を図っている。

市民の皆さんに開かれた予算編成を行うため、予算編成方針の公開、予算編成過程の財政課査定・

総務部長査定、市長査定の状況について、それぞれ査定が終了した段階でホームページ公開

平成１８年度当初予算に係る各地区要望について、予算の最終決定に先立ち、査定の現状について

他
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